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STEP１-１ 基本情報
組合コード 61625
組合名称 大阪読売健康保険組合
形態 単一
業種 情報通信業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

3,256名
男性71.9%

（平均年齢45.5歳）*
女性28.1%

（平均年齢40.14歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 6,562名 -名 -名
適用事業所数 17ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

201ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

83.0‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 1 15 - - - -
保健師等 8 0 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 2,261 ∕ 3,061 ＝ 73.9 ％
被保険者 1,899 ∕ 2,013 ＝ 94.3 ％
被扶養者 362 ∕ 1,048 ＝ 34.5 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 53 ∕ 423 ＝ 12.5 ％
被保険者 53 ∕ 411 ＝ 12.9 ％
被扶養者 0 ∕ 12 ＝ 0.0 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 3,260 1,001 - - - -
特定保健指導事業費 3,157 970 - - - -
保健指導宣伝費 8,878 2,727 - - - -
疾病予防費 93,195 28,623 - - - -
体育奨励費 500 154 - - - -
直営保養所費 55,247 16,968 - - - -
その他 11,530 3,541 - - - -
　
小計　…a 175,767 53,982 0 - 0 -
経常支出合計　…b 2,368,990 727,577 - - - -
a/b×100 （%） 7.42 - -
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 5人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 66人 25〜29 183人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 188人 35〜39 261人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 297人 45〜49 359人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 347人 55〜59 350人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 235人 65〜69 39人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 2人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 0人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 46人 25〜29 112人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 135人 35〜39 146人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 138人 45〜49 135人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 117人 55〜59 50人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 25人 65〜69 6人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 224人 5〜9 238人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 200人 15〜19 231人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 174人 25〜29 34人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 8人 35〜39 2人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 2人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 2人 65〜69 1人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 190人 5〜9 205人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 182人 15〜19 216人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 126人 25〜29 42人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 102人 35〜39 139人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 218人 45〜49 217人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 250人 55〜59 226人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 113人 65〜69 28人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 14人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

・被保険者数３，２００人、加入者数６，6００人と比較的小規模な健保組合(年齢別内訳はH30年3月末現在）。
・被保険者の４割が新聞社、２割がテレビ局に勤務。関連会社も２グループに分かれ、統一的な対応が取りにくい。
・被保険者の大半が仕事の性質上、生活が不規則になりがちで、健康に対する意識は低い。
・適用事業所は１7。対象拠点は関西圏を中心に、中四国、首都圏に広く分布しており、本社から離れた事業拠点については対応が困難。
・加入者の年齢分布は40代後半〜50代前半をピークとした紡錘形となっており、65歳までの雇用延長に伴い、今後、生活習慣病や悪性腫瘍の発生リスクがより
高い50代後半〜60代前半の比率が高まっていく。
・健保組合には、医療専門職が常駐していない。加入事業所も2グループ本体にはそれぞれ社内診療所があり、初期治療・健康管理等を行える体制があるが、他
事業所は独自に産業医を委託するなど、体制がばらついているため、統一的な方策を採りにくい。
・社内診療所はいずれもレセプトが電子化されておらず、全健保との比較分析について、データからもれてしまう。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・生活習慣病対策は①特定保健指導（外注スタッフ）②重症化予防支援③事業所実施のキャンペーン等に対する補助④事業所医療従事者による保健指導−−が主な柱。このうち③④は事業所の規模・体制により実施状況にばらつきがある。事業所医療スタッフとの
連携強化も課題。
・高齢者医療への負担、保険給付費の増加に伴い、福利厚生面の要素が強い事業は絞り込まざるを得ない（H30年度に保養所を閉鎖し、疾病予防に資金シフト）
・健診事業は健保実施の人間ドック等と事業所実施の定期健康診断の共同実施（法定外検査を健保が分担）。特に被扶養者の健診実施率が約３割強と低いため、受診率の向上と支出抑制を両立させるため、H30年度から健保の健診補助制度を大幅に改定した。
・がん検診は、健保補助の人間ドック等と定期健康診断への一部項目補助。性別・年代別のがんリスクと健診実績がマッチングしていないため、上記の健診補助制度改定で対応した。特に若年層でのリスクが高い女性特有のがん（乳がん・子宮頸がん）について制
度を強化

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理委員会
　保健指導宣伝 　データヘルス加入者データベースの構築
　その他 　福利厚生代行サービスへの加入
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　ホームページ
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　健康評価書の配布
　疾病予防 　ヘルスアップ事業（事業所独自の取り組みへの補助）
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　受診勧奨及び腎重症化予防支援
　保健指導宣伝 　後発医薬品（ジェネリック）差額通知
　疾病予防 　健診補助事業
　疾病予防 　事業所が行う定期健診の共同実施
　疾病予防 　歯の健康相談
　疾病予防 　予防接種補助事業
　直営保養所 　直営保養所の運営
　予算措置なし 　家庭常備薬のあっせん
事業主の取組
　1 　新入記者研修での教育
　2 　健康診断事後措置に伴う個別指導
　3 　総支局健康相談
　4 　私傷病による休業者の復職対応
　5 　就業制限
　6 　私傷病管理
　7 　勤怠管理
　8 　安全衛生委員会
　9 　医務室、社員相談室
　10 　階段キャンペーン
　11 　健康教育イベント（母体以外の主要１事業所）
　12 　健康白書の発行
　13 　新入社員研修での教育
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1 健康管理委員
会

【目的】保健事業の円滑な運営
【概要】加入事業所ごとに健康管理委員を委嘱し、保健事
業に関する情報を提供

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 30 【平成29年度】2月に実施

その他必要に応じて適宜、開催
・加入事業所との連携を深め、情報交
換を緊密にする

・健保からの一方通行的な情報提供に
なりがち。事務手続きの担当者が中心
であるため、保健事業への関心はあま
り高くない

5

2,4
データヘルス
加入者データ
ベースの構築

【目的】データヘルス計画に伴う新規事業を実施するため
、加入者の健康情報をデータベース化
【概要】レセプトと健診のデータを委託先業者に送付し、
内容を更新。後発医薬品差額通知、健康評価書の作成、重
症化予防支援の対象者抽出などを行う

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 1,296 【平成29年度】
レセプトデータベース構築、分析費

・事業実施のノウハウ。マンパワーが
不足していたため、外部業者に委託

・データベースの維持費が高額
・既存の健保基幹システムの機能強化
で一部事業は自前で実施可能。3年間の
実施でノウハウも蓄積してきたので、
いつまで外部データベースを維持する
か判断が必要。

3

そ
の
他

8
福利厚生代行
サービスへの
加入

【目的】福利厚生関係事業
【概要】平成26年10月から、従来個別に契約していた健康
相談、スポーツ施設利用補助、旅行宿泊補助等を福利厚生
代行事業者の会員サービスに統合し、効率化を図った。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

全員 11,327

【平成29年度】
宿泊補助　国内1272泊、海外260泊
スポーツクラブ補助　4065件
健康相談　　　　　　7件
その他　　　　　　　6595件
専用サイト登録率　44.5％（年度末）

・利用できるメニューが増え、加入者
の多様なニーズに対応できるため、特
定の利用層に偏らない
・保健事業費、事務を節減できる

・利用メリットが小さく、関心がなか
なかあがらない。
・健康維持、疾病予防に関わりのない
サービスも多いが、加入者の要望を受
け、最低ラインとして残している

4

加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 ホームページ 【目的】健保情報、健康情報をタイムリーに提供
【概要】健保の専門サイトを設け、適宜、情報を掲載

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 583 必要に応じて適宜、情報を掲載、更新 ・健保が提供したい情報、加入者に必
要な情報をタイムリーに発信できる

・一方通行の情報提供であるため、周
知効果の検証が困難。
・業者提供の基本的内容だけでは不十
分であるため、過去２年間で加筆し大
幅に内容を更新した。
・得喪、給付に関する手続き等の説明
が中心であるが、健康維持に関する内
容も段階的に充実させている

5

5 機関誌発行
【目的】健保情報、健康情報の周知など
【概要】健保情報、健康情報の周知、出産育児のための機
関誌3種を発行し、健康意識等の向上を図る

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 4,565
【平成29年度】
機関誌　すこやかファミリー
配布数　延べ　9,778名
月刊誌　赤ちゃんママ他
配布数　138名

・機関誌は年4回、出産育児の情報誌は
年12回発行
・健保の予算・決算状況、保健事業の
経過や内容の紹介など、健保情報の提
供と周知

・加入者の関心を高めるための企画の
創案 5

2 健康評価書の
配布

【目的】生活習慣病予防への意識改善
【概要】健診データとレセプトデータをもとに将来的な生
活習慣病の発症リスクを数値化して全員に配布

被保険者
被扶養者 全て 男女

18
〜
74

全員 1,215
【平成29年度】
1892名（実施時点で健診データが提出
されていた全員）

・第一次データヘルス計画に伴い、ポ
ピュレーションアプローチとして平成2
6年度から実施
・委託先業者のノウハウによりデータ
を作成、評価書の作成・郵送も委託

・委託先業者の独自メソッドによる解
析なので、数値が示す内容が理解しに
くいとの声が多い

2

疾
病
予
防

8
ヘルスアップ
事業（事業所
独自の取り組
みへの補助）

【目的】生活習慣病予防に向けた意識改善のため、事業所
が取り組む事業の促進・共同実施
【概要】禁煙や階段利用のキャンペーンなど、事業所が取
り組む社内運動に対し、経費の一部を補助

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 500
【平成29年度】
母体を含む3社が実施（前期比+1事業所
。1社当たり10万円）

・計画の立案・実施は事業所の自主性
を重んじ、健保は資金面で後押しする
形にしている
・平成2８年度から別枠で予算を確保

・事業所によって取組に差があり、小
規模事業所では実施が困難 2

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診 【目的】生活習慣病の早期発見、特定健診受診率の向上
【概要】事業主の行う定期健診と併せて実施 被保険者 全て 男女

40
〜
74

- 3,259
【平成28年度】
健診対象者　2,013名
受診者　 1,899名
受診率　 94.3％
※事業費は被扶養者を含む

・事業所の定期健診を共同実施。健保
補助の人間ドックと併用
・健保機関誌（情報誌）に、特定健診
の結果を掲載

・地方勤務者のデータ化が遅く、当年
度集計に間に合わない場合がある。
・定期健康診断と人間ドックが重複受
診となっている

3

3 特定健診（被
扶養者）

【目的】生活習慣病の早期発見、特定健診受診率の向上
【概要】保健事業として進めている人間ドックに併せて実
施

被扶養者 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 -

【平成28年度】
健診対象者　1,048名
受診者　　　　　362名
受診率　　　　　34.5％

・受診者は健保補助の人間ドックのみ
・受診者の8割は穂保険者との夫婦受診
。被保険者の関心が低いと被扶養者も
受診しない傾向がある
・人間ドック費用が高額なため、受診
率の単純なかさ上げは財政的に困難

1

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
【目的】生活習慣の改善を支援、特定保健指導率の向上
【概要】特定健診の結果、一定基準で指導対象者を絞り込
み、生活習慣の改善を指導、支援

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 3,156

【平成28年度】
＜動機付け支援＞
支援対象者　　　　193名
指導終了者　　　　　28名
実施率　　　　　　　14.5％
＜積極的支援＞
支援対象者　　　　230名
指導終了者　　　　　25名
実施率　　　　　　　10.9％
※支援対象者は28年度の対象者

・H28年度から対象者への案内書送付を
、被保険者については職場経由に変更
・保健指導は外部の保健指導専門業者
を利用
・健診結果の分析と指導状況を機関誌
（情報誌）に掲載

・保健指導への関心が薄く、認識が不
足している
・事業所の医療従事者が関わっておら
ず、連携が不足している。
・女性が大半を占める被扶養者は指導
対象者への該当率が低く、ニーズはあ
まり高くない

1

保
健
指
導
宣
伝

4
受診勧奨及び
腎重症化予防
支援

【目的】重症化リスクの高い対象者に受診勧奨や保健指導
を実施し、重症化の抑止とともに給付費の抑制につなげる
【概要】
①受診勧奨･･･血圧・脂質・血糖の各項目が「要医療」レベ
ルで未受診の対象者に書面で受診勧奨を実施する
②腎重症化予防支援･･･レセプトデータと健診データをもと
に、糖尿病治療中で「要医療」レベルから改善していない
対象者に保健指導を実施する

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 1,080

【平成28年度】
①受診勧奨　17名
②腎重症化予防支援　5名

・第１次データヘルス計画に伴い、平
成26年度から実施
・従来個別に実施していたが、作業が
重複するため、平成29年度から特定保
健指導に合わせて実施
・重症化予防支援の対象者抽出と保健
指導は外部業者に委託

・母体事業所が平成28年度から医療ス
タッフによる受診勧奨を開始し、連携
が必要だが、個人情報保護法の制約か
ら健保側データを共有できない（レセ
プト・人間ドックデータを含むため）
・重症化予防支援の対象者は医師のも
とで治療中であるため、保健指導の希
望者が少ない（必要性の訴求が困難）

-

8
後発医薬品（
ジェネリック
）差額通知

【目的】後発医薬品に切り替えた場合の自己負担の差額を
加入者に通知し、後発医薬品の利用促進につなげる
【概要】レセプトデータをもとに後発医薬品に切り替えた
場合に一定額以上の給付費削減効果のある対象者を抽出し
、被保険者宛に通知する

被保険者
被扶養者 - 男女

0
〜
74

基準該
当者 108 【平成29年度】

624名（世帯単位、被保険者の約2割）
・データヘルス計画に伴い平成26年度
から実施
・データ抽出、通知書作成、郵送は外
部業者に委託

・後発医薬品の使用比率は年々向上し
ているが、因果関係の解析は困難
・データ作成のために外部業者にレセ
プトデータベースを構築。維持費が高
額

1

疾
病
予
防

3 健診補助事業
【目的】疾病の早期発見、自己管理意識の向上、ドック受
診の促進
【概要】基本的な健診コースを設けて全額補助を実施。受
診率の向上を図る

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 68,558

【平成29年度】（受診日ベース）
人間ドック受診者　1,485名（有資格者
受診率35.5％=NET）
（内訳）
1日ドック　被保険者988名、被扶養者4
32名
専門ドック　被保険者109名、被扶養者
37名（一般との併診含む）

・人間ドックを30歳以上、全額健保負
担で実施（上限あり）
・定期健康診断でカバーしにくい、が
ん検診を実施できる。
・被扶養者にとっては唯一の健診機会
となっている

・健診メニューが高額な人間ドックだ
けしかなく、健診率を向上させるには
費用負担が非常に大きい。
・若年層から一律条件なので、がんの
発症リスク年齢と受診率がマッチング
していない。
・健保単独事業であるため、個人情報
保護法の制約から、有所見者の情報を
事業所医療スタッフに引き継げない。
・任意であるため、無関心層に対して
効果がない

1

3
事業所が行う
定期健診の共
同実施

【目的】疾病の早期発見と、早期治療による給付費の削減
【概要】事業主が行う定期健診のうち、法定項目外の血液
検査と腫瘍マーカー（男性＝前立腺がん、女性＝卵巣がん
）の費用を負担し、検査項目の充実を図る

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 5,532

【平成29年度】
補助件数　
　法定外血液検査　3,246名
腫瘍マーカー検査　693名
　再検査　　　　　　 14名
計（延べ） 　　 3 953名

・被保険者に受診義務があるため、無
関心層も含めて受診させることができ
る
・簡便な方法で実施できるがん検診も
取り入れることができる
・検診データを事業所と健保が共同利
用することができる
・雇用延長によりシニア層が増えてい
くため、健診強化による疾病予防は中
高年層の活性化という経営課題とも合
致する

・事業所には特定健診データのみの提
出を求めており、事業効果（有所見者
の率など）の検証ができない。
・有所見者への二次フォローは事業所
任せ。医療スタッフがいない事業所は
本人通知のみ
・設備が必要ながん検診（胃、婦人科
など）は対応できない

4

3 歯の健康相談

【目的】歯周病などの早期発見と予防、自己管理意識の向
上
【概要】4か所の拠点を設け、一定期間実施。歯科医師、歯
科衛生士が口腔内を観察し、歯周病の早期発見、予防に向
けてアドバイスする。歯周病の予防で、関連が指摘されて
いる糖尿病などの発症を未然に防ぐ

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 3,300 【平成29年度】
受診者　588名

・糖尿病との関連が指摘されている歯
周病の重症化を予防する
・診察を効率的に行うため、事業所の
協力を得て、業務時間中に実施してい
る。
・費用は全額健保負担
・希望者はほぼ全員が受診

・実施場所が限られ、遠隔地や小規模
事業所での開催が困難
・希望者ベースなので無関心層には効
果がない
・要治療者を歯科受診に誘導する目的
だが、結果フォローまで実施できてい
ない

4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 予防接種補助
事業

【目的】インフルエンザの罹患予防と接種率の向上
【概要】加入者が事業所診療所や最寄りの医療機関で接種
した費用を申請に基づき、健保が全額補助する

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 9,904
【平成29年度】
補助件数　3,163件（2,756名）
加入者に占める接種率　41.58％

・ワクチン価格の上昇に伴い、被保険
者については薬剤原価で接種できる事
業所診療所での実施を呼びかけている
・接種期間は10月〜翌年3月

・医療機関により接種費用にばらつき
があり、安価な接種施設に誘導する方
策が必要
・毎年度の流行規模や時期に変動があ
り、事業効果の検証が不可能
・接種の予防効果に疑問の声がある
・新薬が開発され、従来より重症化し
にくくなっている
・免疫ができるまでに一定期間かかる
ため、流行期の後半に接種しても効果
は限定的

2

直
営
保
養
所

8 直営保養所の
運営

【目的】加入者の健康増進、リフレッシュ、健康に関する
研修会などの実施
【概要】被保険者、被扶養者に健康情報等の周知を行い、
安価な料金でリフレッシュできるよう施設を運営

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

全員 55,247
【平成29年度】
利用者　延べ　2,536名（前期比▲233人
）

・利用料を低く設定しており、一定の
利用率を維持しているが、年々減少し
ている

・利用料収入を差し引いても維持管理
費が高く、健保負担が発生。給付費、
疾病予防費の将来的増加を見込むと、
維持は困難（平成30年9月末での閉鎖を
決定）。

2

予
算
措
置
な
し

3 家庭常備薬の
あっせん

【目的】家庭常備薬の普及を促進し、軽微な傷病での受診
を減らすことで、給付費の抑制につなげる
【概要】指定業者を選定し、健保情報誌に業者の案内を同
封、申込書を仲介する

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 - 【平成29年度】
4月、11月の2回実施

・健保の購入補助を廃止したが、あっ
せんのみは継続
・業者が申し込み用のWEBを開設し、
仲介の事務が減少している

特になし 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

新入記者研修での
教育

【目的】新入社員の記者職に対し、メンタルヘルスのセルフケアに
ついて理解を深めさせる
【概要】新人記者職に対し、精神科医が講師を務め、メンタルヘル
スのセルフケアについて教育する

被保険者 男女

22
〜（

上
限
な
し）

毎年6月に実施 ・専門医が講師のため専門的な講義内容となっ
ている

・同種の研修が重なるため、内容を検討する必
要がある 無

健康診断事後措置
に伴う個別指導

【目的】健康診断後の生活習慣指導
【概要】健康診断で要精密検査、要治療と診断された者に対し、受
診と生活習慣の改善を指導する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

・通年で実施
・健保実施分との調整を行っている

・社内施設で検査・指導が受けられる
・対象者に社名により文書で通知。再検査結果
の提出を求めることでほぼ全数を達成

・外部医療機関の場合、治療継続の有無をフォ
ローできない。
・社内施設での治療継続者について健保システ
ムとのデータ連動ができない（紙レセプト）

有

総支局健康相談
【目的】地方勤務の従業員の健康管理、相談
【概要】産業医、契約医師が、一定期間、各地の新聞社総支局を巡
回し、面談等を実施する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

各総支局を年1回〜2回訪問 ・総支局の施設内で診察、相談が受けられる
・業務多忙もあって、対象となる従業員の関心
は高いとはいえない。1人勤務者へのフォロー
・出向者が未カバー

無

私傷病による休業
者の復職対応

【目的】休業者の復職支援
【概要】総合的に復職を支援するため産業医、人事担当者、所属長
らが検討会を開く

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施 ・休業者が無理なく復職できるよう配慮してい
る ・再発の防止 無

就業制限
【目的】復職後の疾病の再発防止
【概要】復職した従業員の疾病の再発防止のため、産業医が定期的
に面談を実施し、就労時間を判断するなどして、復職を支援する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施 ・復職者の体調を考慮した就業時間の決定など
、配慮している ・制限から解除までの期間短縮 無

私傷病管理
【目的】従業員の疾病の重症化予防
【概要】7日以上の休業者に対し、診断書を提出させて、私傷病の管
理を行う

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施 ・診断書の提出により、疾病内容が把握でき、
適正な管理ができる ・再発の防止 無

勤怠管理
【目的】疾病の防止
【概要】長時間労働による疾病を防止するため、勤務状況を管理し
、長時間労働者に対して産業医が面談を行い指導する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施 ・長時間労働の抑制、疾病防止に繋がるととも
に、本人にも自覚を促す - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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安全衛生委員会
【目的】従業員の健康意識、安全意識の向上
【概要】事業主、産業医、衛生管理者、各部局の責任者らで安全衛
生委員会を構成。従業員の健康意識、安全意識の向上を図る施策を
検討、立案する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施 ・情報を共有することにより、実情に応じた対
策が立てられる - 無

医務室、社員相談
室

【目的】従業員のメンタルヘルスサポート
【概要】産業医、看護師、人事担当者らで構成。従業員のメンタル
ヘルスを支援する施策を検討、立案する

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施
・プライバシーに配慮したサポート体制のため
受診、相談がしやすい
・専門医の面談も行っており、手厚くケアでき
ている

- 無

階段キャンペーン
【目的】従業員参加の通年イベント
【概要】事業所ビルの階段昇降回数を記録し、担当部門に提出。目
標達成者に景品をプレゼント、上位達成者を表彰

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

通年で実施
・事業員の誰もが気軽に参加できる健康づくり
イベントとして実施。
・成果がわかりやすいツールを作成
・健保との共同事業として実施

・参加が特定層からなかなか広がらない 有

健康教育イベント
（母体以外の主要
１事業所）

【目的】意識改善につなげる
【概要】筋力・柔軟性・動作力等を測定し、ポイントを付与。上位
者に景品をプレゼント

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

平成30年度事業。春の定期健康診断に合わせ特
設会場を設置 インセンティブプログラムとして実施 今後、定着を図る 無

健康白書の発行
【目的】平成28年度から母体事業所でスタートした健康経営の一環
として、毎年度、健保と共同編集している
【概要】定期健康診断の結果、医療費・疾病の発生状況、健康づく
りキャンペーンの実施状況等をまとめ、社内配布。従業員の意識改
善につなげる

被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

毎年度、1回発行（健保と連名）
・疾病発生数や医療費等のデータ、健保平均と
の比較などは匿名加工を施したうえ、健保から
提供
・役員会でも報告し、トップダウンで社内浸透
を図っている

・健保が実施する諸事業との連携
・母体以外への波及効果 有

新入社員研修での
教育

【目的】新入社員にメンタルヘルスの知識を身につけさせる
【概要】メンタルヘルスに関する研修を行い、知識の獲得を図る 被保険者 男女

22
〜（

上
限
な
し）

毎年4月に実施 ・メンタルヘルスケアについて正しい対応が学
べる ・専門医ではなく保健師が行っている -

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア 特定健診受診者の年齢・男女構成の比較 特定健診分析 ・生活習慣病は、女性より男性、また年齢が高いほど発症しやすいため、全健保の
平均値と比較する場合、男女や年齢層の差に着目する必要がある。
・当健保の特定健診受診者（平成28年度）に占める50歳以上の男性の割合は全
加入者で38.6％、被保険者で45.8％に達している。全健保平均に比べ、全加入者
で8.6％、被保険者で10.2％多く、生活習慣病リスクがより高くなることが予想でき
る。

イ 特定健診の実施率 特定健診分析 ・被保険者については、加入事業所と共同実施している定期健康診断（法定外血
液検査等を健保が負担）と健保単独実施の人間ドック（原則、自己負担なし）の
二つの受診機会があり、各年代層を通じて全健保平均より高い受診率となってい
る。一方、被扶養者にも同条件で人間ドックの受診機会を提供しているが、受診率
は各年代とも全健保平均より低い受診率となっている

ウ 内臓脂肪症候群の年齢別発生状況 特定健診分析 特定健診の非対象年齢からの全年代の分析では、40歳代から肥満が進むととも
に、内臓脂肪症候群の該当者が増えている。肥満の進行は40歳後半から鈍化す
るが、内臓脂肪症候群の進行防止にはあまり効果が見られない。

エ 保健指導基準該当者と服薬治療中の者の年齢別状況 特定健診分析 40歳代半ばから服薬治療に移行する割合が増え、トレードオフの形で保健指導
対象者の割合が低下している。保健指導の実施率が低く、生活習慣病の進行予
防にはつなげられていない。
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オ 特定保健指導の実施率 特定保健指導分析 平成28年度から保健指導対象者への通知を自宅宛郵送から職場配布に切り替
えたことや、母体事業所が健康経営の取り組みに着手したことにより、被保険者に
ついては指導実施率が前年度の5.7％から13.1％へと2.3倍に増えた。しかし、40
歳前半では全健保平均と変わらない指導実施率となっているが、より生活習慣病
リスクが高い50歳台では実施率が低下している。一方、被扶養者は大半が女性で
あることから保健指導対象者が12名（特定健診受診者352名の3.4％）と少なく、
分析には至らなかった。人間ドックは任意での受診であるため、もともと健康維持
に関心が強い層が利用しているためと考えられる。

カ 内臓脂肪症候群と特定保健指導対象者の減少率 特定保健指導分析 内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）該当者、特定保健指導対象者ともト
ータルの減少率は全健保平均よりやや低い程度で有意な差異はない。いずれも4
0歳代前半は全健保平均を上回る減少率となっているが、50歳代で低調になって
おり、保健指導実施率と同様の傾向を示している。

キ 「要注意」以上の検査値を持つ者の生活改善意欲の状況 特定保健指導分析 特定健診の対象年齢になったばかりの40歳代前半では約半数が生活改善に意
欲を持ち、実際の取り組みが増えているが、30％前後の無関心層が存在し、50歳
代になるとその相対的割合が高まることが、数値改善率や保健指導率の低下に
つながっていると考えられる

ク 一人当たり医療費 医療費・患者数分析 新生物が突出した数値となっているが、これは医療費が高額な特殊ながんの発症
例が複数あったことによる。生活習慣病とかかわりが深い内分泌・栄養・代謝疾
患をはじめほとんどの項目で全健保平均を上回っており、他健保に比べ、新生物
や生活習慣病のリスクが高くなる50歳以上の加入率が高いことに起因していると
考えられる

ケ 生活習慣病に関わる1人当たり医療費 医療費・患者数分析 3大項目（糖尿病、高血圧、脂質異常）のうち、糖尿病、脂質異常は全健保平均を
上回っている。高血圧は全健保平均を下回っているが、加入事業所診療所（非電
子化レセ）で定期的な投薬を受けている被保険者が多く、解析データから除外さ
れていることも影響していると考えられる
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コ 年齢別一人当たり医療費 医療費・患者数分析 年齢層別医療費は、加入人数が多い50歳代でピークとなり、1人当たり医療費で
比較すると、健保連平均との差異も大きくなっている。男性比率が高いこともあり、
生活習慣病、がんの発症が影響していると考えられる

サ 健康分布図等 健康リスク分析 生活習慣病のリスクが高い男性で比較すると、肥満の割合が54.98％と全健保
平均より6.53％高く、平均年齢がより高いことに起因していると考えられる。肥満・
非肥満を合わせた「基準範囲内」は31.09％と全健保平均よりやや良好。「保健指
導基準値以上」「受診勧奨基準値以上」はともに全健保平均を下回る一方、「服
薬治療中」は26.04％と3.47％割合が多く、数値の悪化後、治療への移行が他の
健保より進んでいると考えられる。

シ 年代別健康分布図の状況 健康リスク分析 被保険者・男性の健康分布図を年代層別に集計した結果では、年齢ととも肥満が
進んでいる状況が把握できる。服薬治療の割合が増えていく一方、「受診勧奨基
準以上」の割合は下がっており、健保組合による受診勧奨や加入事業所医療スタ
ッフによる受診指導が効果を上げていると考えられる。

ス 保険指導基準値以上の者の割合 健康リスク分析 特定健診が始まる40歳代前半においては、血圧、血糖値とも全健保平均より良好
な状態であるが、年齢とともに肥満が進む結果、差異は縮小している。服薬による
コントロールが利きやすい血圧は60歳代で該当者が減少するが、生活習慣の改
善が不可欠である血糖値は全健保平均を上回っている。

セ 「要注意」以上の検査値を持つ者の症状別・年齢別状況 健康リスク分析 「血圧」「脂質」「血糖（糖尿病）」の3大症状の進行を年代別にグラフ化すると、脂
質異常は50歳代をピークに改善し、高血圧も一定程度の治療効果が認められる。
一方、血糖異常については該当者が一本調子で増え続け、治療効果が認められ
ない。

ソ 生活習慣病・健診レベルと医療受診状況 健康リスク分析 ・被保険者については、服薬治療中（事業所診療所の受診を示す「レセなし」を含
む）が多いが、受診勧奨値以上（未治療）も一定数存在する。
・被扶養者は、健診実施率が低いため、健診未受診者の中にも「レセあり」（＝治
療中）が相当数存在し、「レセなし」にも潜在的な未治療者が含まれていると考え
られる。
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タ リスクフローチャート 健康リスク分析 高血圧または糖尿病で服薬中だが、受診勧奨値以上の者が複数存在し、糖尿病
の方がより顕著。他の疾患で治療中で、血圧・血糖値が受診勧奨値以上の者も存
在するが、人数は少ない。また、3疾患でのレセプトがなく、血圧・血糖値が異常な
者が多数いるが、ここにはシステム集計に反映されない事業所診療所での治療分
（紙レセ）が200名以上（平成30年1月〜5月で糖尿病43名、高血圧188名）含ま
れているため、実態と異なる数値となっている。

チ がん患者数・医療費 医療費・患者数分析 男女の合計で最も患者数が多いのは消化器であるが、単独の部位としては女性
の乳がんの患者数が突出している。被扶養者にも人間ドックの受診機会を同条件
で提供しているが、受診率が30％台にとどまり、対策が不十分になっている。その
他、男性生殖器（前立腺がん等）、女性生殖器（子宮がん等）も多い。医療費も特
定の部位では乳がんが最も多く、男性では肺、消化器（胃、腸）も一定数発症して
いる。悪性リンパ腫は医療費が高額であるが、患者数は少ない。

ツ 年齢別・加入区分別人間ドックの受診率 医療費・患者数分析 がんの早期発見には、被保険者、非扶養者とも人間ドック（30歳以上、原則全額
健保負担）を制度化してきたが、がんの発症リスクが比較的低い30歳代後半で約
3割の受診率があるが、実際にリスクが高くなる50歳代以降において受診率が低
下し、発症リスクと受診率がマッチングしていない。男性のがんより若い40歳代で
リスクが高まる乳がんについては、被保険者では認識が高いが、被扶養者は男性
よりも受診率が低く、予防の実効性が上がっていない。

テ 年齢・加入区分別人間ドック受診数 健康リスク分析 年代別の加入者に占める人間ドック受診者数を示すグラフにおいても、未受診者
の人数が最も多いのは50歳代。被扶養者の人間ドック受診者の約9割は夫婦受
診であり、夫（被保険者）の関心が薄いと配偶者も受けない傾向が顕著である

ト 年代別後発医薬品の使用割合 後発医薬品分析 ほぼ全年代で全健保平均を下回っているが、20代前半と50代後半の差異が顕著
。特殊要因と考えられる。

ナ 後発医薬品の使用率の推移 後発医薬品分析 第一次データヘルス計画に伴い、平成28年4月から差額通知を実施しており、全
健保、全国値との差異が縮小している。当健保は扶養率が健保平均より高く、乳
幼児や就学児童が多く含まれることから、被扶養者の使用比率が低くなる傾向が
ある。
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【特定健診受診者の年齢・男女別構成比】 
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【特定健診の実施率】 
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【特定保健指導の実施率】 

オ.被保険者 

 
 ※65歳以上は母数が特定保健指導対象者が 10人未満であるため、分析に使用しない。 

 

カ.被扶養者 

 ※被扶養者は特定保健指導対象者が全体で 12人であるため、分析に使用しない。 
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キ.（メタボ該当率の減少率＿被保険者） 

 

ク.（特定保健指導対象者の減少率＿被保険者） 
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肥満４服薬投与
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非肥満３受診勧奨基準値以上

非肥満２保健指導基準値以上

非肥満１基準範囲内

年代別健康分布図の状況＿大阪読売 被保険者・男性
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（血圧値が保健指導基準値以上の者の割合＿被保険者） 

 

（血糖値が保健指導基準値以上の者の割合＿被保険者） 

 
※全健保は平成 27年度 
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と考えられる

（人）

(生活習慣病・健診レベル判定と医療受診状況）
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血圧測定実施者数 2,259人 実施率 99.91%

477人 21.12% 1,782人 78.88%

212人 11.90% 1,570人 88.10%

169人 35.43% 308人 64.57% 25人 1.59% 1,545人 98.41%
血圧
SBP＜130 & DBP＜85mmHg 113人 23.69% 135人 28.30% 16人 1.02% 1,346人 85.73% 1,610人 71.27%
130≦SBP＜140 85≦DBP＜90 23人 4.82% 69人 14.47% 9人 0.57% 199人 12.68% 300人 13.28%
140≦SBP＜160 90≦DBP＜100 31人 6.50% 82人 17.19% 170人 9.54% 283人 12.53%
160≦SBP＜180 100≦DBP＜110 1人 0.21% 17人 3.56% 36人 2.02% 54人 2.39%
180≦SBP 110≦DBP 1人 0.21% 5人 1.05% 6人 0.34% 12人 0.53%

HbA1c実施者数 2,256人 実施率 99.78%

477人 21.14% 1,779人 78.86%

42人 2.36% 1,737人 97.64%

376人 78.83% 101人 21.17% 33人 1.90% 1,704人 98.10%
HbA1c数値

～5.5% 192人 40.25% 2人 0.42% 21人 1.21% 1,218人 70.12% 1,433人 63.52%
5.6～5.9% 120人 25.16% 6人 1.26% 5人 0.29% 405人 23.32% 536人 23.76%
6.0～6.4% 45人 9.43% 15人 3.14% 7人 0.40% 81人 4.66% 148人 6.56%
6.5～6.8% 12人 2.52% 22人 4.61% 15人 0.84% 49人 2.17%
6.9～7.3% 3人 0.63% 15人 3.14% 16人 0.90% 34人 1.51%
7.4%～ 4人 0.84% 41人 8.60% 11人 0.62% 56人 2.48%

[再掲]8.4%～ 1人 0.21% 14人 2.94% 4人 0.22% 19人 0.84%

特定保健指導未実施者

血圧 合計

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

3疾患レセなし

HbA1c 合計

（糖尿病）

（脳卒中/心疾患）
リスクフローチャート

3疾患レセなし3疾患レセあり

HbA1c 6.5%以上 HbA1c 6.4%以下

糖尿病レセなし 糖尿病レセあり 特定保健指導終了者特定保健指導未実施者

3疾患レセあり

高血圧レセなし 高血圧レセあり 特定保健指導終了者
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

1.被保険者は中高年（50歳以上）の加入比率が高く、生活習慣病の発生リス
クが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保より低い

 １.中高年の活性化は経営課題とも合致しているので、コラボヘルスを
通じて、意識を高める方策を講じる。
２-1.制度としては充実（健保負担の人間ドック）しているのに受診率が
低いのは健康リスクへの理解が低いためと考えられ、被扶養者向けのP
Rを強化していく必要がある。
2-2.現状制度のまま受診率を引き上げるのは財政的に困難であるため、
健診費用の効率化を図る必要がある。



2
1.被保険者は特定保健指導が始まる40歳代前半においては生活改善の意欲が
高く、指導による改善効果もあるが、50歳代になると関心が低くなり、指導
実施率も低くなる。
2.被扶養者は健診受診者に占める指導対象者の比率が低い。任意受診である
ため、健康維持に関心が高い層が受診していると考えられる

 1.平成28年度から指導対象への通知を職場経由に変更し、一定の効果を
得たが、特に50歳代については保健師による直接アプローチを強化した
い。
2.被扶養者については、関心の薄い層にも働きかけを強化し、受診数の
ベースアップを進めたい



3
疾病大分類別一人当たり医療費では、新生物が突出して高く、他の項目でも
概ね健保平均を上回っている。
生活習慣病では高血圧が低くなっているが、データに反映されない加入事業
所診療所での治療継続者が多数いるため、同様の傾向と考えられる

 新生物については別項で言及。
生活習慣病では、平成28年度から母体の健康経営により受診勧奨が強化
され、治療者が増えたことも影響している。指導段階での予防を強化す
る必要がある

4

・中高年の男性の加入比率が高く、全健保平均より肥満度が高い。
・本人・男性で見ると、年齢とともに肥満が進み、服薬治療を始める者が増
えている。
・受診勧奨値以上（未治療）は全健保平均より少なく、健保や加入事業所の
受診勧奨が効果を得ていると考えられる。
・保健指導基準値以上の数値を持つ者の比率は血圧・血糖値とも50歳代まで
は全健保平均を下回り、服薬による治療効果で抑えられていると考えられる
が、血糖値においては60歳以上で逆転している

 ・数値の悪化後、服薬治療に進む比率が高いと考えられるので、保健指
導率のアップや予防のための意識付けを強化していく必要がある

5

・被保険者について概ね良好であるが、受診勧奨値以上レセなし（未治療者
）が一定数存在する。
・被扶養者については健診受診率が低いため、健診データのない治療者（レ
セあり）が多く、レセなしの中にも保健指導基準以上のものが潜在している
と考えられる。
・リスクフローチャートは解析データに入らない加入事業所での治療者が多
く、正確なデータがつかみにくい。

 ・血圧については概ねコントロールが効いていると考えられるが、血糖
値については引き続き重症化支援等の取り組みが必要。
・被扶養者については、健診受診率の引き上げが最優先課題。
・事業所診療所データの取り込み手段について検討

6

・発生部位別のがん患者数では、女性の乳がんが突出している。次いで、男
性の消化器、女性の子宮がん、男性の前立腺がんなど。医療費についても同
様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の差があまりなく、がんの発症率年齢とマッ
チングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受診者が多い

 ・乳がんの予防には健診の受診率アップが必要。従来の原則健保負担で
は財政的にまかなえないため、ニーズに合わせたきめ細かな健診メニュ
ーに組みかえる。
・被扶養者（妻）の人間ドック受診者の9割近くは夫婦受診であり、被
保険者（夫）の関心が薄いと受診しない傾向がある。被扶養者への直接
のPRを強化したい



ア，イ，ウ，
エ

オ，カ，キ

ク，ケ，コ

サ，シ，ス，
セ

ソ，タ

チ，ツ，テ
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7
・第一次データヘルス計画により平成28年度から後発医薬品の差額通知を開
始し、着実に全国平均値との差異が縮小している。
・被保険者より被扶養者の使用率が低い傾向

 ・差額通知の対象数の拡大などPR強化策を検討
・被扶養者への直接的なPRを検討

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
40歳代後半〜50歳代前半の加入者数がもっとも多くなっており、今後、これらのピーク層が
50歳代後半や60歳代前半の定年後再雇用世代に移行するとともに、生活習慣病や悪性新生物
の発症率が高まっていく可能性が大きい

 ・生活習慣病、がん対策が従来以上に重要になるが、財政的にも高齢者医療の負担が大
きくなるため、健診事業の効率化が不可欠
・中高年層の活性化は事業主にとっても、重要な経営課題となるため、コラボヘルスを
通じて共同の取り組みを強化していく

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
保健事業費全体のうち、保養所の運営費など福利厚生面の要素の強い事業の費用が相当部分
を占めている  疾病予防強化のための健診や保健指導の費用を捻出していくために、福利厚生面の要素

が強い事業については、組合員の理解を得ながら、必要最低限のものに絞り込んでいく
必要がある

ト，ナ
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理委員会
　保健指導宣伝 　データヘルス加入者データベースの構築
　保健指導宣伝 　健康相談事業
　保健指導宣伝 　メンタルヘルスカウンセリング事業
　その他 　福利厚生代行サービスへの加入
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　ホームページ
　保健指導宣伝 　健康評価書の配布
　保健指導宣伝 　ヘルスアップ事業（事業所独自の取り組みへの補助）
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　後発医薬品（ジェネリック）差額通知・希望カードの配布
　疾病予防 　受診勧奨及び腎重症化予防支援
　疾病予防 　事業所が行う定期健診の共同実施
　疾病予防 　人間ドック・専門ドック
　疾病予防 　ベーシックドック
　疾病予防 　婦人科健診補助
　疾病予防 　禁煙外来補助事業
　疾病予防 　予防接種補助事業
　疾病予防 　歯の健康相談
　直営保養所 　直営保養所の運営
　予算措置なし 　家庭常備薬のあっせん
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
・保健指導の実施率を引き上げ、生活習慣病の発生を減らす
・被扶養者の健診受診率を引き上げるため、健診メニューを改定する
・がん対策を強化するため、健診メニューを改定する

事業全体の目標
・保健指導の実施率を全健保平均と同レベルにし、最終年度には55％を目標とする。
・被扶養者の健診受診率を63％以上に引き上げ、全体の受診率は90％以上を目標とする。
・がん発症リスクの高い年代（45歳以上）の健診受診率について、被保険者70％以上、被扶養者50％以上を目標とする
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職場環境の整備
30 30 30 30 30 30

保
健
指
導
宣
伝

1 既
存

健康管理委員
会 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ シ

予算組合会、決算組合会
後の計２回をはじめ、必
要に応じて加入事業所の
健康管理委員を招集する

ア,イ
事務局から開催日を通知
、必要に応じて産業医、
保健師ら医療専門職の参
加を求める

予算、決算組合後をはじ
め、必要に応じて開催す
る

継続 継続 継続 継続 継続
健保の財政状況や加入者の疾病の状況、健
康維持への取り組みついて情報を共有し、
コレボヘルス推進の母体とする

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い
1.被保険者は特定保健指導が始まる
40歳代前半においては生活改善の
意欲が高く、指導による改善効果
もあるが、50歳代になると関心が
低くなり、指導実施率も低くなる
。
2.被扶養者は健診受診者に占める指
導対象者の比率が低い。任意受診
であるため、健康維持に関心が高
い層が受診していると考えられる

-(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)- -(【実績値】2回　【目標値】平成30年度：3回　平成31年度：3回　平成32年度：3回　平成33年度：3回　平成34年度：3回　平成35年度：3回)-
864 - - - - -

2,3 既
存

データヘルス
加入者データ
ベースの構築

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ キ,ク

専門業者と契約し、疾病
発生状況の解析、腎重症
化予防支援の対象者抽出
、ジェネリック差額通知
の作成、健康評価書の作
成に用いるための加入者
データベースを構築

ス
秘密保持契約を結んだ上
、加入者の健診、レセプ
トデータを提供し、デー
タベースを更新

継続
外部委託のあり方も含め
、より効率的な手段を検
討する

同左 同左 同左 同左

第一次計画においてはノウハウの不足によ
り新規事業の実施を外部業者に委託したが
、健保基幹システムの機能強化により、一
部作業が自前で可能になったほか、ICTを活
用したメニューも豊富になってきたので、
平成31年度を目処に見直しを行う（平成30
年度は健診制度の改定や保養所の閉鎖・売
却など前提となる事業を優先）

1.被保険者は特定保健指導が始まる
40歳代前半においては生活改善の
意欲が高く、指導による改善効果
もあるが、50歳代になると関心が
低くなり、指導実施率も低くなる
。
2.被扶養者は健診受診者に占める指
導対象者の比率が低い。任意受診
であるため、健康維持に関心が高
い層が受診していると考えられる

委託費(【実績値】864,000円　【目標値】平成30年度：864,000円　平成31年度：500,000円　平成32年度：500,000円　平成33年度：500,000円　平成34年度：500,
000円　平成35年度：500,000円)-

事業を実施するためのデータベース維持費であるため
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

5,6 既
存 健康相談事業 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ケ 加入福利厚生サービスの

メニューとして実施 ア 希望者が専用電話にて利
用

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

継続（事業費は全体の契
約料に含む）

個別に契約していた健康相談事業を福利厚
生サービスに統合

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

相談件数(【実績値】1件　【目標値】平成30年度：5件　平成31年度：5件　平成32年度：5件　平成33年度：5件　平成34年度：5件　平成35年度：5件)- 相談事業であるため、効果を定量的に判断できない
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

6 既
存

メンタルヘル
スカウンセリ
ング事業

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ケ 福利厚生サービスのメニ

ューの一つとして実施 ア 専用電話による個別相談 福利厚生代行サービスの
メニューとして実施 継続 継続 継続 継続 継続 メンタルヘルスについて第三者の立場で相

談できる窓口を設ける
該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

相談件数(【実績値】7件　【目標値】平成30年度：10件　平成31年度：10件　平成32年度：10件　平成33年度：10件　平成34年度：10件　平成35年度：10件)- 目標を設定する性格の事業ではない
(アウトカムは設定されていません)

11,328 11,300 11,300 11,300 113,000 11,300

そ
の
他

1,5,6,
8

既
存

福利厚生代行
サービスへの
加入

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス 外部の福利厚生サービス

に委託 ス 委託先のWEBを通じて利
用 継続 継続 継続 継続 継続 継続

契約保養所（宿泊補助）、スポーツ施設利
用、健康相談等の諸事業を2014年に一括し
て外部の福利厚生サービスに委託

該当なし

利用件数(【実績値】12,199件　【目標値】平成30年度：13,000件　平成31年度：13,000件　平成32年度：13,000件　平成33年度：13,000件　平成34年度：13,000件
　平成35年度：13,000件)-

福利厚生サービスであるため、定量的な評価はできない
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
4,290 4,300 4,300 4,300 4,300 4,300

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存 機関誌発行 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

委託先の加入者向け情報
誌を利用し、適宜、健保
オリジナルの内容に変更
して発行。家族も健保の
情報にアクセスできるよ
う、被保険者自宅に郵送
により全戸配布。

ス
健保オリジナルのページ
については、健保事務局
で執筆

30年度から健保オリジナ
ルページへの差し替えの
自由度が高い冊子に切り
替え

継続 継続 継続 継続 継続
健保の予算・決算、疾病の発生状況、健診
結果の分析結果、国・健保の制度の内容な
どを掲載し、加入者への周知を図る

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

発行部数(【実績値】13,000件　【目標値】平成30年度：13,000件　平成31年度：13,000件　平成32年度：13,000件　平成33年度：13,000件　平成34年度：13,000件
　平成35年度：1,300件)年4回、延べ1万3000部発行している機関誌（情報誌）

定量的に効果が測定できるものではない
(アウトカムは設定されていません)

583 600 600 600 600 600

5 既
存 ホームページ 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス 委託先のクラウド型HPに

独自の加筆を行っている ス 掲載内容については、適
宜、事務局で執筆

第二次データヘルス計画
の実施に伴う健診制度の
改正などにより、掲載内
容を変更

適宜、内容を変更して継
続

適宜、内容を変更して継
続

適宜、内容を変更して継
続

適宜、内容を変更して継
続

適宜、内容を変更して継
続

健保からのお知らせ事項を適宜、掲載し、
健保制度の周知を図る

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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PPV(【実績値】21,641件　【目標値】平成30年度：25,000件　平成31年度：25,000件　平成32年度：25,000件　平成33年度：25,000件　平成34年度：25,000件　平
成35年度：25,000件)扶養認定基準など加入者が常時参考にする内容について充実を図っている。全員に周知が必要な内容についてはHPで掲載したうえ、機関誌によ
り徹底している

定量的な効果は測定できない
(アウトカムは設定されていません)

1,515 - - - - -

3 既
存

健康評価書の
配布 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ

健診結果のレーダーチャ
ート化や将来的な生活習
慣病のリスクを数値化し
、本人に通知することに
より、生活習慣の改善や
運動への取り組みを促す

ウ
委託先の独自メソッドを
活用し、データヘルス計
画データベースをもとに
作成、本人宛郵送する

継続
効果を検証し、ICTを活用
した代替案も含めて再検
討する

同左 同左 同左 同左
第一次計画の実施に伴い、加入者の意識改
善を目的としたポピュレーションアプロー
チとして実施。実施後3年が経過し、効果が
マンネリ化している可能性もあるため、平
成31年度を目処に再検討する

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

配布件数(【実績値】1,892人　【目標値】平成30年度：2,000人　平成31年度：2,100人　平成32年度：2,200人　平成33年度：2,300人　平成34年度：2,400人　平成
35年度：2,500人)-

意識改善策であるため、定量的な設定が困難
(アウトカムは設定されていません)

500 - - - - -

2,5 既
存

ヘルスアップ
事業（事業所
独自の取り組
みへの補助）

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 ３ ア,ケ,シ

生活習慣病の予防に向け
たキャンペーンなど事業
所の取り組みに対し、資
金を提供し、加入者の意
識改善を図る

ア,イ

事業所の申請（実施計画
）に対し、原則、１年に1
回、10万円を目処に資金
を提供。セミナーなどの
開始ア費用、参加者への
インセンティブなどに利
用

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

参加事業所の拡大を図り
つつ、継続

事業所によって規模や体制が異なるため、
母体をはじめ、規模の大きな加入事業所で
先行して実施。提供額も特別枠を設け、取
り組みの内容によって増額を行う

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

参加事業所数(【実績値】3件　【目標値】平成30年度：3件　平成31年度：4件　平成32年度：4件　平成33年度：5件　平成34年度：5件　平成35年度：5件)- 意識改善策であるため、効果を数値化できない
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
3,259 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3 既
存

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

１ イ,ウ,オ

事業所と共同実施してい
る定期健康診断（被保険
者）と健保補助の人間ド
ック・ベーシックドック
（被保険者・被扶養者共
通）により実施

ア,イ,ウ

平成30年度に制度見直し
を実施。定期健康診断の
一部項目を見直す一方、
費用が安価なベーシック
ドックを新設し、受診率
向上のための費用を捻出
。

健保負担の人間ドック制
度と定期健康診断の共同
実施内容を見直し。がん
の早期発見を目指し、検
診メニューを拡大

同左 同左 同左 同左 同左
健診結果の報告が遅れ、毎年9月に実施して
いる特定保健指導の対象者抽出に間に合わ
ないケースがあるため、事業所に徹底を図
る

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

特定健康診査受診率(【実績値】94.4％　【目標値】平成30年度：95％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年
度：95％)地方勤務者の実施分（紙ベースの報告）のデータ化などで遅れる場合がある

-
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

3 既
存

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

被扶養
者 １ イ,ウ

人間ドック、ベーシック
ドックを中心に、女性に
多いがんの早期発見とあ
わせて、健診を実施

キ
予約券の発行、健診機関
との精算事務、健診結果
の授受等を外部に委託。
WEBによる健診予約を実
施

健診メニューにベーシッ
クドック、婦人科健診補
助を追加。受診率のかさ
上げをはかる

同左 同左 同左 同左 同左

被扶養者向け健診メニューは人間ドックの
みであったが、平成30年度から生活習慣病
健診に女性特有のがん検診を組み合わせた
ベーシックドックを追加。大半が女性であ
るので、40歳以降に高まる乳がんのリスク
を訴え、健診受診率の向上を目指す。

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

特定健康診査受診率(【実績値】34.5％　【目標値】平成30年度：40％　平成31年度：45％　平成32年度：50％　平成33年度：55％　平成34年度：60％　平成35年
度：63％)-

事業効果の定量的な評価が困難
(アウトカムは設定されていません)

3,157 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

3,4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ イ,オ,ケ

毎年9月に春の定期健康診
断と人間ドックの結果を
もとに対象者を抽出して
通知、年末までに希望者
に対して保健指導を始め
る

ア,イ,ウ,コ
平成28年度から被保険者
への通知を事業所経由に
変更（それまでは被扶養
者と同様、自宅郵送）。
保健指導は外部に委託

実施率の向上を図りつつ
継続。指導実施率につい
ては事業所別の公表を検
討

同左 同左 同左 同左 同左
被保険者については、事業主の専門職との
連携を強化し、指導実施率を国の目標値で
ある55％を目指す。

1.被保険者は特定保健指導が始まる
40歳代前半においては生活改善の
意欲が高く、指導による改善効果
もあるが、50歳代になると関心が
低くなり、指導実施率も低くなる
。
2.被扶養者は健診受診者に占める指
導対象者の比率が低い。任意受診
であるため、健康維持に関心が高
い層が受診していると考えられる

特定保健指導実施率(【実績値】15.2％　【目標値】平成30年度：20％　平成31年度：25％　平成32年度：35％　平成33年度：40％　平成34年度：50％　平成35年
度：55％)-

内臓脂肪症候群出現率(【実績値】14.2％　【目標値】平成30年度：14％　平成31年度：13.5％　平成32年度：13％　平成33年度：12.5％　平成34年度：12％　平成35年度：11.5％)メタボリックシンドローム該当
者の削減

108 - - - - -

保
健
指
導
宣
伝

7 既
存

後発医薬品（
ジェネリック
）差額通知・
希望カードの
配布

全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ

レセプトを元に、ジェネ
リック医薬品への切り替
えにより一定以上の自己
負担額の削減が期待でき
る対象者に差額を示すこ
とで、利用促進を図る

ケ

・外部業者に委託し、一
定以上の効果が期待でき
る対象者に差額通知を配
布
・健保情報誌において後
発医薬品の利用を呼びか
け、希望カードを同封

継続
・ジェネリック促進シー
ルの配布や機関誌でのPR
を通じて、推進する。

外部委託のあり方や対象
者の拡大を再検討し、継
続

同左 同左 同左 同左
後発医薬品の利用比率を全健保平均（75％
を想定）まで高め、最終的には国の目標で
ある80％を目指すことで、給付費の抑制に
つなげる

・第一次データヘルス計画により
平成28年度から後発医薬品の差額
通知を開始し、着実に全国平均値
との差異が縮小している。
・被保険者より被扶養者の使用率
が低い傾向

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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通知の配布件数(【実績値】624件　【目標値】平成30年度：700件　平成31年度：1,000件　平成32年度：1,000件　平成33年度：1,000件　平成34年度：1,000件　
平成35年度：1,000件)- 後発医薬品使用比率(【実績値】67.4％　【目標値】平成30年度：70％　平成31年度：72％　平成32年度：74％　平成33年度：76％　平成34年度：78％　平成35年度：80％)-

1,180 - - - - -

疾
病
予
防

3,4 既
存

受診勧奨及び
腎重症化予防
支援

全て 男女

40
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,オ,ケ

特定保健指導に合わせ、
レセプトとの照合により
、未受診者に受診勧奨を
文書で通知するとともに
、糖尿病治療者のうち、
重症化のリスクが高い対
象者に保健指導を実施

ア,イ,ウ

重症化支援の対象者抽出
と保健指導は外部に委託
。母体事業所については
定期健康診断時に受診勧
奨が先に行われているた
め、健保からの勧奨につ
いては対象者を調整

対象者へのアプローチの
方法について見直しを図
りつつ、継続

同左 同左 同左 同左 同左

未治療者への受診勧奨と糖尿病の重症化ハ
イリスク者への保健指導により、重症例を
減らし、医療費の削減等につなげる。重症
予防支援については希望者が減少している
ため、対象者へのアプローチの方法の見直
しを図りつつ、継続する

・中高年の男性の加入比率が高く
、全健保平均より肥満度が高い。
・本人・男性で見ると、年齢とと
もに肥満が進み、服薬治療を始め
る者が増えている。
・受診勧奨値以上（未治療）は全
健保平均より少なく、健保や加入
事業所の受診勧奨が効果を得てい
ると考えられる。
・保健指導基準値以上の数値を持
つ者の比率は血圧・血糖値とも50
歳代までは全健保平均を下回り、
服薬による治療効果で抑えられて
いると考えられるが、血糖値にお
いては60歳以上で逆転している

受診勧奨実施人数(【実績値】14人　【目標値】平成30年度：20人　平成31年度：20人　平成32年度：20人　平成33年度：20人　平成34年度：20人　平成35年度：
20人)対象年齢層が増加しても一定数以上にならないようにする

事業効果の定量的評価が困難
(アウトカムは設定されていません)

5,532 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

3,4 既
存

事業所が行う
定期健診の共
同実施

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

被保険
者 １ イ,ウ,キ,ク

法定外血液検査、簡便な
方法で実施可能ながん検
診（大腸がん＝便潜血、
前立腺がん＝PSA）の費
用を健保が分担し、共同
で実施

ア,イ,ウ
健保規定により、事業所
の申し入れにより実施。
特定健診データとともに
健保負担の検査データも
求めている

検査項目の一部見直しを
実施
・卵巣がん腫瘍マーカー
（CA125）を廃止
・大腸がん検査（便潜血
）を新設

継続 継続
節目年齢における人間ド
ック、ベーシックドック
との選択制を検討

継続 継続

健保への検査データ報告により被保険者の
健康状態を把握するとともに、産業医や事
業所保健師が受診勧奨等の指導を実施。任
意受診である健保実施の人間ドック等は無
関心層に効果が乏しいため、簡便な方法で
実施可能ながん検査は強制力のある定期健
康診断にあわせて実施することで効果が期
待できる

・発生部位別のがん患者数では、
女性の乳がんが突出している。次
いで、男性の消化器、女性の子宮
がん、男性の前立腺がんなど。医
療費についても同様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の
差があまりなく、がんの発症率年
齢とマッチングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受
診者が多い

実施人数（法定外血液検査）(【実績値】3,246人　【目標値】平成30年度：3,200人　平成31年度：3,150人　平成32年度：3,100人　平成33年度：3,050人　平成34
年度：3,000人　平成35年度：2,950人)実施人数については在籍数に連動。人間ドック等が増えれば反比例で減る関係

個別の事業効果としては、定量的な評価が困難
(アウトカムは設定されていません)

69,058 - - - - -

3,4 既
存

人間ドック・
専門ドック 全て 男女

35
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,エ,オ

契約健診機関における人
間ドックでの検査費用を
補助。専門ドックは脳、
循環器、肺、PET。

ウ

2014年度から受診券の発
行と健診機関との精算、
健診データの受領を外部
機関に委託。希望者は健
診機関に予約したうえ、
委託先に受診券を申請

内容を改定
・受診開始年齢を30歳か
ら35歳に
・一部自己負担を設定（
受診費用により3000円、5
000円、5000円+基準超過
分の3種類とし、安価な健
診機関に誘導）
・オプション検査のCA12
5を廃止、PSAは50歳以上
に限定

専門ドックの一部につい
て、重複受診を避けるた
め、オプション化を検討

継続 継続 継続 継続

従来、人間ドック（原則、全額健保負担）
のみでがん対策と被扶養者の特定健診に対
応してきたが、がんリスク年齢と実際の受
診者がマッチングしないほか、単純な受診
数の引き上げは財政的に困難であるため、
人間ドックに一部自己負担を設ける一方、
症例の多いがんに検査項目を絞ったベーシ
ックドック（自己負担なし）と婦人科健診
補助を新設。総合的に健診率を向上させる
ことで、疾病予防の強化と経費抑制を両立
させる。

・発生部位別のがん患者数では、
女性の乳がんが突出している。次
いで、男性の消化器、女性の子宮
がん、男性の前立腺がんなど。医
療費についても同様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の
差があまりなく、がんの発症率年
齢とマッチングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受
診者が多い

受診者数(【実績値】1,485人　【目標値】平成30年度：1,500人　平成31年度：1,550人　平成32年度：1,600人　平成33年度：1,650人　平成34年度：1,700人　平成
35年度：1,560人)ベーシックドック、婦人科健診を合わせた受診数

がん検診受診率(【実績値】39.2％　【目標値】平成30年度：40％　平成31年度：45％　平成32年度：50％　平成33年度：60％　平成34年度：65％　平成35年度：70％)がんリスク年齢（45歳以上）の受診率を、
各検診の総計で被保険者70％以上、被扶養者50％以上に引き上げる

- - - - - -

3,4 新
規

ベーシックド
ック 全て 男女

30
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ イ,ウ,エ,オ

男女別に症例が多いがん
の検査（男性＝胃・大腸
・前立腺、女性＝乳、子
宮頚部、大腸）を生活習
慣病健診に組み合わせた
独自メニューとして新設
。全額健保負担

キ
希望者は委託先のWEBを
通じて希望健診機関への
予約と受診券の発行を申
請

・人間ドック・専門ドッ
クの改定とあわせ、「利
用の手引き」を機関誌に
同封して全員に配布。
・健診歴のない被扶養者
に対し、「健診のすすめ
」を適宜、郵送

継続 継続
事業所の賛同を前提に、
節目年齢での共同実施（
定期健康診断に代えて）
を検討

継続 継続

人間ドック・専門ドックの一部自己負担設
定に合わせ、全額健保負担の総合健診とし
て新設。主にがんリスクが低い若年層や被
扶養者を中心利用層に想定。特に被扶養者
については受診歴のない40歳以上の世代の
受診率向上を図ることで、特定健診の受診
率改善にもつなげる

・発生部位別のがん患者数では、
女性の乳がんが突出している。次
いで、男性の消化器、女性の子宮
がん、男性の前立腺がんなど。医
療費についても同様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の
差があまりなく、がんの発症率年
齢とマッチングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受
診者が多い

受診者数(【実績値】1,485人　【目標値】平成30年度：1,500人　平成31年度：1,550人　平成32年度：1,600人　平成33年度：1,650人　平成34年度：1,700人　平成
35年度：1,750人)人間ドック・専門ドック、婦人科健診とあわせ目標設定。被扶養者の人間ドック受診者はほとんど夫婦受診であるため、被保険者（夫）が無関心
だと未受診になっている傾向が顕著。男性より若い年代で罹患する乳がんのリスクを訴えることで、被扶養者の受診につなげる

人間ドック、婦人科健診と合わせて目標を設定
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -

3 新
規

婦人科健診補
助 全て 女性

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ウ,オ

女性加入者が任意の婦人
科クリニックで乳がん健
診（30歳以上）、子宮頸
がん健診（20歳以上）を
受けた場合に上限（乳が
ん7000円、子宮頸がん500
0円）の範囲で検査費用を
補助する

キ 領収書を添付して健保事
務局に申請

平成30年度に新設。HPや
事業所掲示、機関誌を通
じて広報を実施。（申請
数の予測が困難であるた
め、予算は他の新設事業
と合わせ大枠で設定）

継続 継続 継続 継続 継続
乳がん検査は、被保険者（女性）が定期健
康診断に加えて受診することを中心に想定
。子宮頸がん検査は人間ドック等の対象外
となる若年層まで対象を広げ、自治体健診
と同等にした。

・発生部位別のがん患者数では、
女性の乳がんが突出している。次
いで、男性の消化器、女性の子宮
がん、男性の前立腺がんなど。医
療費についても同様の傾向
・年齢による人間ドック受診率の
差があまりなく、がんの発症率年
齢とマッチングしていない。
・がんリスクが高い50歳代に未受
診者が多い

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標

40



被保険者乳がん検査実施率(【実績値】46.4％　【目標値】平成30年度：50％　平成31年度：54％　平成32年度：58％　平成33年度：62％　平成34年度：66％　平
成35年度：70％)人間ドック等、他のがん検診とあわせ、被保険者コア年代（45歳以上）の健診率を70％以上にする

乳がん1人当たり医療費(【実績値】4,539円　【目標値】平成30年度：4,500円　平成31年度：4,300円　平成32年度：4,200円　平成33年度：3,900円　平成34年度：3,700円　平成35年度：3,500円)乳がんの一人当
たり医療費を全健保平均以下に引き下げる（平成28年度4458円⇔全健保平均3727円）

400 45 50 55 60 65

5 新
規

禁煙外来補助
事業 全て 男女

20
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ア,ケ

医療機関の禁煙外来や加
入事業所診療所において
禁煙治療を終了した場合
に自己負担分を全額補助

ア,イ,キ

・医師の証明と領収書を
添えて健保事務局に個別
申請する。審査のうえ現
金給付
・事業主と連携し、敷地
内での禁煙や事業所診療
所での禁煙相談を実施

初年度は他健保の事例等
も参考に20人程度の利用
を想定

母体事業所診療所ととも
にPRを強化し、利用者を
増やしていく

同左 同左 同左 同左

各年代を通じて20％台半ばの喫煙率があり
、若年層でも比較的喫煙率が高い。2年前か
ら母体事業所が健康経営の一環として禁煙
運動に取り組み、事業所診療所での禁煙治
療を開始。この動きを後押しするとともに
、他の事業所にも広げて喫煙率の逓減を図
る

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

利用数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：20人　平成31年度：25人　平成32年度：30人　平成33年度：35人　平成34年度：40人　平成35年度：45人)事業所診
療所とともにPRに努め、利用の促進を図る

喫煙率(【実績値】22.6％　【目標値】平成30年度：22％　平成31年度：21％　平成32年度：20％　平成33年度：19％　平成34年度：19％　平成35年度：19％)事業所とのコラボヘルスを通じ、喫煙率を20％未満
に引き下げる

9,904 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900

3 既
存

予防接種補助
事業 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ キ,ケ

事業所診療所または一般
医療機関におけるインフ
ルエンザ予防接種費用を
全額補助

ア

一般医療機関での接種分
は領収書を添えて健保に
補助を個人申請。事業所
診療所での接種分は事業
主にワクチン購入費を実
費補助

・効果が期待できない流
行後期での接種もあるた
め、申請受付期間を短縮
・経費抑制のため、被保
険者については事業所診
療所での接種を呼びかけ
る

自己負担のあり方を検討
しつつ、継続 同左 同左 同左 同左

年度によってインフルエンザ流行の強さや
時期が異なり、事業検証が困難であるが、
事業所、加入者の要望が強く、経費の抑制
を図りながら継続する。医療機関によって
接種費用の差が大きいため、現在、実費全
額となっている補助に上限を設け、より安
価に接種を受けられる医療機関に誘導する
などの方策も検討する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

-接種人数(【実績値】2,716人　【目標値】平成30年度：2,700人　平成31年度：2,700人　平成32年度：2,700人　平成33年度：2,700人　平成34年度：2,700人　平
成35年度：2,700人)平成29年度の接種実施人数は被保険者1466人（45.2％）、被扶養者1250人（36.9％）の計2716人（41.0％）。

１人当たり医療費(【実績値】1,378円　【目標値】平成30年度：1,094円　平成31年度：1,094円　平成32年度：1,094円　平成33年度：1,094円　平成34年度：1,094円　平成35年度：1,094円)-平成29年度は流行が
大きかったため、平成26〜29年度の平均値を目標値に設定した

3,300 - - - - -

3,4 既
存 歯の健康相談 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ウ,オ,ク,ケ

事業所ごとに会場を設け
、希望者に対し、歯科衛
生士による検診と実地指
導を実施

ア,ウ 日本口腔保健協会に委託 継続 継続 継続 継続 継続 継続
歯科医師、歯科衛生士の定期的なチェック
の習慣づけをはかり、口腔内疾患の予防に
つなげる

1.被保険者は中高年（50歳以上）
の加入比率が高く、生活習慣病の
発生リスクが他健保より高い。
2.被扶養者の健診受診率が他健保よ
り低い

参加人数(【実績値】588人　【目標値】平成30年度：600人　平成31年度：610人　平成32年度：620人　平成33年度：630人　平成34年度：640人　平成35年度：65
0人)-

定期的な歯科チェックの習慣づけとして実施。定量的評価は困難
(アウトカムは設定されていません)

55,247 0 0 0 0 0

直
営
保
養
所

8 既
存

直営保養所の
運営 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員,そ

の他
１ ス

和歌山県白浜町に直営保
養所「よみうり白浜クラ
ブ」を保有

ス
外部業者に現地の運営を
委託。利用申し込みは健
保事務局で受け付け

平成30年2月の予算組合会
において、同年9月末での
閉鎖・売却を決議。

売却に至らなかった場合
は売却手続きを継続 同左 同左 同左 同左

高齢者医療拠出金や保険給付費、疾病予防
費の増大に備えるため、閉鎖・売却により
年間3000万円強（運営経費-利用料）の純費
用を削減する

該当なし

被保険者1人当たり費用(【実績値】17,051円　【目標値】平成30年度：1,900円　平成31年度：0円　平成32年度：0円　平成33年度：0円　平成34年度：0円　平成3
5年度：0円)-

-利用者数(【実績値】2,536人　【目標値】平成30年度：1,900人　平成31年度：0人　平成32年度：0人　平成33年度：0人　平成34年度：0人　平成35年度：0人)平成28年度の利用者分析では利用者数2926人中、被
保険者の2親等内家族は55.9％、被保険者に占める申込者（1回以上）の割合は7.5％。

1 - - - - -

予
算
措
置
な
し

8 既
存

家庭常備薬の
あっせん 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス

指定業者の申込書を春、
秋の2回、機関誌に同封し
、申し込みを仲介

ス
健保からの補助は廃止し
、現在は仲介のみ。申し
込み方法も業者開設のWE
Bに大半は移行

年2回実施 継続 継続 継続 継続 継続 家庭常備薬の普及を促進し、感冒等の軽微
な傷病による給付費の抑制につなげる

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

申し込み数(【実績値】485件　【目標値】平成30年度：500件　平成31年度：500件　平成32年度：500件　平成33年度：500件　平成34年度：500件　平成35年度：
500件)-

-
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他
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科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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